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社会経営ジャーナル

非正規雇用はなぜ増大する
のか̶内部・外部労働市場の多様

化について̶坂井 素思
１．非正規雇用問題とは何か
　 近年、非正規雇用が急速に増大傾向を見せている。この小論で
は、非正規雇用に、どのような特徴が存在するか、さらになぜ非正
規雇用は増大するのかについて見ていくことにする。ここで非正規
雇用と呼ぶのは、厚生労働省の定義に従っており、パート・アルバ
イト、契約社員、嘱託、派遣労働者などの雇用形態を指す。つま
り、第１に期間の定めがない、第２にフルタイム、第３に直接雇用
のいずれも満たすものを「正規雇用」とし、それ以外の雇用形態を
「非正規雇用」としている。 

図−１　労働市場の多様化

 
　 この小論のなかで、非正規雇用をめぐる二つの仮説を俎上に乗せ
たいと考えている。後述するように、１つは内部労働市場を中心に
非正規雇用増大を説いてきた「フレキシブル労働」仮説であり、も
う１つは外部労働市場を中心に非正規雇用増大を主張してきた「二
重労働市場」仮説である。さらに、現在ではこれらの二つの仮説で
も説明しきれない、いわば内部と外部の中間で、いわゆる「限定正
社員」などの「準正規」雇用増大が生じてきている問題が生じてき
ており、つまりこの多様な労働を説明する仮説が必要とされてい
る。
　日本の労働市場は、1960年代後半から90年代にかけて、企業内部
と企業外部の両方において、大きな変化を生じることになった。そ
れまで、雇用された労働者は、企業内部で人材育成（OJT, on-the-
job training）され、そこで勤続年数を積み上げることによって年
功賃金を上昇させていくという、正規雇用中心の年功序列型雇用シ
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ステムが、大企業を中心として取られてきた。長期雇用には、OJT
投資コストを回収できるという合理的な理由が存在してきた。もち
ろん、非正規雇用が自動車工場の期間工などのように、存在しなか
ったわけではない。けれども、基本的な雇用は長期雇用の正規雇用
中心で行われてきた。
　 ところが、日本においてバブル経済が崩壊し、グローバル化の波
が国内経済に影響を及ぼしはじめるにしたがって、労働市場にも変
化が見られるようになった。このことが日本人の職業観に対して、
どのような影響を及ぼすようになったのかということが重要な視点
である。図-２に示されているように、1990年代以降、「賃金カー
ブの傾き低下」という、年齢層毎に賃金が全般的に低下する現象
は、近年の典型例である。ここでは、高齢者雇用と女性雇用の増大
などによって、雇用形態の多様化が進んでいる事情も反映されてい
る。じつは、賃金カーブの傾き低下と並んで、雇用システムの大き
な変化として存在するのが、非正規雇用の増大問題である。欧米の
経験を見ると、非正規雇用の問題は、景気が良くなれば解決される
という一時的な問題ではなく、時には周期的な様相を呈するとはい
え、構造的な問題であるといえる。

2. 非正規雇用にはどのような特徴があるのだろうか
　 第１に、非正規雇用問題が及ぼす「雇用形態の多様化」にみられ
る際立った特徴は、男女性別に現れるという点にある。とりわけ注
目されるのは、女性に非正規雇用が多いという特徴が見られる点で
ある。就業構造基本調査（図-３）によれば、非正規雇用の労働者
は、2012年には男性労働者全体の22.1%、女性労働者全体の57.5%
を示しており、雇用されている労働者全体の38.2%を示している。
これらの雇用は、これまでの正規雇用中心の雇用システムの枠組み
から出て、これまで想定されて来た従来の雇用システムを大きく上

回る形で拡大してきている。

（資料）就業構造基本調査（2012）

　 第２の特徴は、非正規労働者の年齢別に見られるものであり、世
代によって非正規雇用の比率がかなり異なる点である。とりわけ、
高齢者層に非正規雇用が多いという現代的特徴を見ることができ
る。それぞれの年齢層で職業キャリアの形成に異なる事情の現れて
いることを見ることができるが、上記と同じく就業構造基本調査
（2012）によれば、非正規労働者は、上記のように女性労働者の幅
広い年齢層と、男性高齢者層、さらに男性若年者層において多くを
占めている特徴が見られる。この調査における2012年の正規雇用者
と非正規雇用者の男性年齢分布をみると、パートやアルバイトで、
60歳以上層に多く、派遣社員や契約社員・嘱託でも60歳層以上に多
数分布していることがわかる。特に男性雇用に関しては、非正規雇
用は高齢者雇用に多いという結果を示しており、20歳代から50歳代
までは正規雇用中心の内部労働市場を形成していることがわかる。
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契約社員・嘱託が定年退職後の継続雇用、再雇用の場となっている
こともみて取れる（図-４）。

図-４　性別・年齢層別就業形態の割合

（資料出所）就業構造基本調査（2012）

　 他方、女性の非正規雇用については、20歳代から30歳代の若年層
で、正規雇用が優勢であるだけで、それ以外の年齢層では全般的に
非正規雇用が多くを占めていることがわかる。つまり、女性につい
ては結婚・出産後、仕事と家庭との両立を図る必要があるため、労
働時間が相対的に短いパート・アルバイトなどで働くことが多い。

そして、男女ともに非正規雇用では、正規労働者と比較して、高齢
層の割合が高い傾向を示すために、今後社会全体の年齢構成が高齢
化することで、より非正規雇用者比率が上昇することが予想され
る。

図−５　正規と非正規の賃金カーブ比較

（資料）賃金構造基本統計調査（2012）
注　 この図に従って、短時間労働を除外し、一般労働者内における
雇用形態別比較を行っている。

　 第３に、非正規労働者の示すキャリア・パターンに特徴がある。
この非正規雇用の特徴を示すキャリア・パターンについて、ひとつ
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の典型的な図が存在する。非正規労働者の賃金プロファイルを、正
規労働者の賃金プロファイルと比較したものである。図-５でわかる
ように、正規労働者では、年齢が上昇するにしたがって、賃金が積
み上がるのだが、非正規労働者では年齢の上昇に伴う賃金水準の上
昇はほとんどみられない。非正規雇用労働者の賃金カーブは、一般
にフラットであるという、際立った特徴を示している。
　 同様にして、この点には諸手当や社会保障の状態をも間接的に反
映されていることが知られている。これらの結果から、中年期にお
いて所得増加がないために、最終的には正規労働者との間に、所得
格差を生み出していることが指摘されている。厚生労働省「労働経
済の分析」（2012）では、就業構造基本調査を使って、役員を除く
雇用者を正規雇用者と非正規雇用者に分けて、一人当たり年収の分
布を分析している。これによると、非正規雇用者の年収は500万円
未満の範囲にほぼ収まっており、年収200万円未満に多く存在してい
ることがわかり、歴然とした正規と非正規との間には所得格差が存
在している。
　第４に、非正規雇用には、労働特性として、「限定(specific-
ation)」された労働形態であるという特徴がある。上記の賃金カー
ブが現しているのは、表面的には賃金水準であるのだが、これに付
随した非正規雇用の職業キャリア状況も同時に表していると解釈で
きる。つまり、正規と比べると、中年層において賃金が上昇してい
ないことが観察できるが、このことはこの賃金水準に「限定」され
た、職業上の地位・職務が割り当てられていることが推察できる。
正規職員は、前述したように、「期間の定めがなく（open-
ended）、フルタイム(fulltime)で、直接雇用(direct 
employment)」であるという性格を持っており、企業や職場との間
により強い権利義務関係が存在するが、これに対して、これらの無
限定性の３条件のいずれかが外れると、労働者はこの企業や職場と

の関係が弱くなり、非正規雇用という形態をとることになる。ここ
には、前者においては、労働者一般に求められる「一般技能」に加
えて、中核的な企業メンバーが持つとされる特別な「企業特殊技
能」が期待されるのに対して、後者では「一般的技能」が期待され
るだけで、企業組織や職場との間に特別の強い関係をもつ技能は期
待されていない。このため、労働政策研究・研修機構「今後の企業
経営と雇用のあり方に関する調査」で指摘されているように、非正
規労働者が就業する職務の種類が限定されていることがわかる。

資料出所：（独）労働政策研究・研修機構「今後の企業経営と雇用
のあり方に関する調査」（2012）

　 以上の「限定性（specification of range）」という非正規の職
業特性は、図-６から類推することができる。非正規労働者は、第１
に責任ある職務につくことがない。第２に第１と重複するが、職域
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や職務が限定されている。第３に、モチベーションや向上意欲が高
くない。第４に、定着が悪く、管理コストがかかる。第５に、ノウ
ハウや技能の蓄積・伝承が困難であると経営側によって考えられて
いる。このように、職業キャリアの中核となるような要素が、就業
した職業において、非正規労働者では形成されないという性質を持
っている。正規雇用が企業や職場の職務に関して「無限定的」であ
るのに対して、非正規雇用の職業特性がきわめて「限定」的である
といえる。この違いが、職業キャリアの差となって、収入や地位の
違いとなって現れてくることになる。

3. なぜ非正規雇用は増大するのか
　 なぜ非正規雇用が現代日本において増大するのだろうか。これに
は３つの視点をあげることができる。第１に「雇用する側（労働需
要）」の理由として、第２に「雇用される側（労働供給）」の理由
として、第３に雇用双方全体にかかわる「雇用システム」の理由が
存在する。
　 第１の「雇用する側」の理由としては、（１）賃金コストの節
約、（２）柔軟な雇用調整、（３）即戦力となる専門的な人材確保
などが主たる理由である。この点は、厚生労働省で調査を行ってい
る「就業形態の多様化に関する総合実態調査」で数年に渡って明ら
かにされて来ており、それぞれの仮説も実証的に検証が行われてき
ている（図-７）。この調査にしたがえば、2010年において、企業
が非正規労働者を雇用する理由として最も比率の高かったのは、
「賃金節約のため」であり、43.8％（複数回答）を占めている。ま
た、同様の理由に分類される「賃金以外の労務コストを節約するた
め」も27.4%を示している。可能性としては、正規と非正規との間
に存在する賃金カーブの格差分だけ、最大で賃金コストを圧縮でき
る可能性があるといえるが、コスト削減としての賃金引き下げには

正当な理由が必要とされる。

資料出所：厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」
（2010）

　 ２番目にこの調査で高い比率を示したのは、「一日、週の中の仕
事の繁閑に対応するため」（33.9％）というのであるが、これと並
んで、季節や長い営業時間さらには景気変動のバッファー（緩衝）
として、この雇用調整の手段として非正規労働が使われている点で
も注目される。また、「即戦力・能力のある人材を確保するため」
も、24.4%を示しており、研修や訓練という費用のかからない、あ
るいは必要としない人材確保として、非正規が労働需要側から求め
られていることがわかる。この点は、これまでの企業内訓練を基本
にしてきた雇用システムと異なることを明示している。いずれにして
も、これらの低賃金で働き、柔軟な働き方ができ、さらに専門的な
人材確保ができるだけの、外部労働市場が存在しなければ、雇用す
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る側の企業は、労働需要を従来のように、企業内で充当しなければ
ならなかったのだが、この労働需要が外部から調達できるようにな
ったということが大きな変化であったといえる。

図-８　就業形態別・非正規就労の選択理由

　 第２に、非正規労働者がこのように企業側に取って、コスト削減
などでメリットのある人材確保であることがわかるが、それでは
「雇用される側」にとってはどのような理由がみられるのだろう
か。これについては、非正規労働と一括りしたとしても、その内容
をみると、極めて多様な雇用形態があり、それぞれに非正規雇用を
選んだ事情に違いがあることが観察される。非正規の労働供給に

は、多様な職業キャリアが反映されているために、分類を行うに当
たって、一筋縄ではいかないところがある。おおよそ、非正規労働
者が雇用される理由には、次の点が考えられる。（１）就業時間が
自由に選択できる。（２）家計の補助として収入を得たい。（３）
専門技術を活かせる。（４）正社員として雇用されなかった。
（４）以外については、非正規労働者は、企業側の提示する就労条
件に対して、正社員ほど拘束されないことを望んでいることがわか
る。
　 もうすこし詳細に見るために、前述の厚生労働省「就業形態の多
様化に関する総合実態調査」の結果を示していくことにする。これ
にしたがうと、三つのタイプに別れることがわかる。この統計結果
の中でも、とりわけ目立つのは、臨時的雇用者とパートタイム労働
者の項であり、なかでも「自分に都合の良い時間に働けるから」と
いう理由に高い比率が示されている点である。臨時的雇用者で
50.5%、パートタイム労働者で50.2%を示している。これらの雇用
形態では、同様の結果が「家計の補助、学資等を得たいから」とい
う理由や、「家庭の事情や他の活動と両立しやすいから」という理
由でも高い比率を得点していることを考え合わせると、女性既婚者
層が多い雇用形態であることが推測できる。
　 また、契約社員と嘱託社員に特徴のあるのが、「専門的な資格や
技能を活かせるから」であり、この比率がとりわけ高くなってお
り、非正規で雇用される専門性という理由の特色を表している。ま
た、登録型と常用雇用型派遣労働者に共通に現れているのが、非正
規で雇用される理由としての「正社員として働ける会社がなかった
から」であり、やはり44.9%という高い比率を示している。ここで
は、非正規から正規労働者へ、職業キャリアをつなぐ経路が求めら
れていることがわかる。
　 さらに、第３に非正規労働者が増大している理由として、「雇用
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システム」の変化を挙げることができる。雇用システムが、社会変
化への対応によって変化しているのを観察できる。現代の日本経済
は３つの大きな社会変化を抱えている。（１）人口減少としての少
子高齢化、（２）産業構造の変化としてのサービス経済化、そして
（３）国際競争力などの圧力を受けているグローバリゼーションの
動きである。
　 まず、少子高齢化に関していえば、労働力不足が懸念されるた
め、労働需要側にとっては、女性労働と高齢者労働によって充当す
る必要があり、同時に労働供給側にとっても、女性労働と高齢者労
働の意欲を引き出すことが求められた。併行して、産業構造の変化
が起こっており、製造業の生産比率が低下して、第三次産業とりわ
けサービス産業の比率が高まっていた。このサービス産業の労働力
の多くが非正規労働を大量に採用することで成り立つ雇用システム
をとっていた。このような雇用システムを企業が取らざるを得ない
構造は、国際競争力を求められる企業のコスト削減策として、非正
規労働の雇用を目指すことで可能となっていた。グローバリゼーシ
ョンの進展は、外国の低廉な労働賃金との競争の上に、国内の労働
賃金水準を推移させざるを得ない構造を有することになった。この
ようにして、少子高齢化、サービス経済化、経済のグローバル化な
どの社会変化は、いずれにしても非正規労働の雇用システムを進展
させる影響力を持っていた。このような社会変化に適合する雇用シ
ステムとして、非正規雇用の制度が拡大したといえる。

４．「フレキシブル労働」仮説と「二重労働市場」仮説
　 これまでの節で、現状から読み取れる非正規雇用の増大する理由
をみてきた。これらの現象を説明する考え方としては、古典的に
は、「人的資本」仮説と「取引費用」仮説が存在する。前者では労
働者のトレーニング費用の節約、後者では短期労働者の探索費用の

節約などが理由として有力視されてきた。これらの系譜に連なる
が、近年の変化を説明しようとする有力な仮説は、次の二つの考え
方である。１つは内部労働市場と外部労働市場のうち、主として内
部労働市場の変化、つまり企業の労働組織の変化のなかに、非正規
雇用増大の原因をみる雇用システムの考え方であり、「フレキシブ
ル労働」仮説として知られる考え方である。もう１つは、主として
外部労働市場の変化、つまり企業組織外の要因によって非正規雇用
増大がもたらされると考える「二重労働市場」仮説の考え方であ
る。

図-９　労働市場の多様化

　これらの、いずれの考え方でも非正規雇用増大にプラスの要因と
して、作用することとなっている。前者の考え方は、内部労働市場
のなかで、柔軟な市場が創造され、企業組織の中核的な(core)労働
者の層と周辺的な（periphery）労働者の層とが存在するようにな
るとするものである。この結果、内部労働市場において「フレキシ
ブル労働」を求める作用が働いて、組織内における周辺労働とみな
される部分が非正規雇用として採用されるようになったといえる。
これに対して、後者の二重労働市場説は、主として企業の外部要因
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の変化が非正規雇用を生み出す要因になっていると考える説であ
る。人口要因の影響から、女性雇用や高齢者雇用が増大し、産業構
造では、サービス産業が増大することから説明する仮説である。非
正規雇用増大は、「二重労働市場」における外部労働市場の変化に
よって見直されてきたといえる。これらの両方の仮説が同時に説明
している結果として、非正規雇用が増大傾向を示していると考える
ことができる。
　 第１に、非正規雇用増大には、内部労働市場におけるフレキシブ
ル労働論の系譜が存在する。ピオリなどが主張するところに従え
ば、現代の産業社会に「柔軟な専門化(flexible specialization)」が
起こった結果、巨大企業における資本の集中化と中小企業数の増大
が進んだとされる。労働における同様の考え方は、英国エコノミス
トのジョン・アトキンソンによっても、企業内の変化として考えられ
ている。彼は、 1970年代と1980年代の景気後退、および組合の力
の均衡の上に1980年代に柔軟な労働を求める風土が醸成されたとす
る。アトキンソンによると、企業組織に関する柔軟性は次の（１）
職能的フレキシビリティと（２）数量的フレキシビリティという２
つの形態をとるとされる。（１）の形態は、「職能的な柔軟性
(functional flexibility)」であり、企業組織の中核（core）労働部
分の柔軟性を確保するためのものである。ここで、企業は異なる仕
事（タスク）の間で配置転換されても発揮できるような能力を身に
付けているコア労働者を育成するとする。彼らは、企業組織の中で
異なった領域で働くことができ、多機能的で多くの分野で熟練する
ことが求められる。一人のコア労働者が複数の労働者分の仕事をこ
なすことができることで、生産性を高めることができる。つまり、
企業内の組織の再編成を行う、いわゆるリストラクチュアという点
で、企業内部組織での柔軟性が意味を持つ。このような柔軟な労働
者は企業組織のコアを形成する。彼らは、常勤として雇われ、雇用

維持が可能な状態を保つことができる。たとえば、このようなコア
にあたる職種は「マネジャー、デザイナー、技術販売スタッフ、品
質管理スタッフ、技術者、および職人」で構成される。
　 （２）の形態は、「数量的な柔軟性(numerical flexibility)」で
ある。この柔軟性はその企業外部の周辺的な労働グループによって
実現される。いわゆる「アウトソーシング（外部委託）」として、
通常は非正規雇用として、企業組織の外部から労働力補給を行う方
式である。数量的柔軟性は、その企業の労働力の規模を増減させる
ことで、企業の営業活動の柔軟性を確保する方法である。このよう
なコア(core)でない周辺的（periphery）な労働力は、一つの機能、
一つの職種に特化することで、多機能的なコア労働者と区別され
る。このような意思決定を伴わない、トレーニング費用のかからな
い単純労働の場合には、安価な労働力を外部から手に入れたほう
が、その企業にとって有利となる場合がある。たとえば「事務員･施
設管理･組立工」などのルーティン仕事の職種が含まれる。このよう
な周辺的な労働者は、企業の業績に応じて可変的に雇用するような
形態がとられる。通常、このような職種では、フルタイムの正社員
は雇用されず、一時的な契約か短期的な契約でパートタイムとして契
約される場合が多い。
　 それでは、なぜ組織はこのような柔軟性を追求し、そのなかで非
正規雇用を増大させるのだろうか。1980年代になって、組織の内部
労働市場において柔軟性が議論されるようになったことには理由が
ある。経営学者アームストロングは、組織が柔軟性を実行する四つ
の理由を上げ、その中でも(a)競争の状況変化と(b)需要への適応、(c)
技術変化と（d）組織変化という理由を挙げている。すなわち、第一
には、経済のグローバル化が進み、企業組織には大きな市場の中で
競争することが求められたからである。つまり、大組織が進展する
中で、組織を再構築する必要に迫られた。第二に、このような新た
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な市場を切り開くためには、新たな需要に対して、企業は適応しな
ければならなかった。第三に、新たな技術に対応するための労働の
技能を高め、労働配置を変化させなければならない。最後に製品に
対する需要の変動に対応して、経営者側が人事配置を調整する必要
性があった。
　 この結果、組織が柔軟性を受け入れることによって、アトキンソ
ンがいう「バファ効果」を獲得することができる。数量的な柔軟性
を組織が追求することで、周辺的な労働者はバファ（緩衝材）とし
てコア労働者たちを保護することになると考えられる。もちろん、
このような解釈は、アトキンソンたちに対する批判のもとになった
ものである。
　 第２の仮説は、「二重労働市場」論である。この考え方は、労働
市場が「一次市場」と「二次市場」に分割されていることを強調す
る議論であり、このうち二次市場に属する労働者として、非正規雇
用者が存在すると考えるものである。米国経済学者ドーリンジャー
とピオリは、著書『内部労働市場とマンパワー分析』で、内部労働
市場を論ずる過程において、二次市場の労働力を次のように、性格
づけている。「低賃金と付加給付の少なさ、劣悪な就労環境、高い
離職率、昇進機会の少なさ、恣意的な管理」などの雇用の不安定性
を特徴としており、一次市場の労働力と比べて、労働力の非定着性
（turnover）という特質が存在するとした。この観察は、1970年
代米国における「不利な立場の労働力」に対して適応された考え方
であるために、そのまま日本の事情に適用できるわけではないが、
本質的な点については現代の非正規雇用にも援用できるのではない
かと、労働経済学の玄田有史は著書『人間に格はない』のなかで指
摘している。
　 問題は、なぜ二次市場が成立するのか、という点である。企業組
織が雇用を考える場合には、通常は雇用の安定性を重視し、働くイ

ンセンティブを高める方が企業にとっては有利であると考える。し
たがって、もし雇用の安定性を手放し、非定着的な労働者を雇用す
る場合には、それに見合う合理的な理由が必要である。この原則を
無視するならば、その企業は短期的には存続し得ても、長期的には
労働者の動機付けに失敗し、組織は持続できないことになる。
　 つまり、企業が非定着労働者を雇用するには、労働市場からの調
達コストが、内部労働市場において定着労働者を育成するコストよ
り低い場合であることが必要となる。非定着労働者の近年の特性か
らいえることは、非定着労働者は入職しやすい産業に参入する特性
がある一方で、離職可能性の高い環境が求められる場合もあるとい
うことである。それには、次のような点でのコスト削減が可能な場
合と考えられる。（a）職場内訓練に投資するコスト、（b）昇進機
会・昇進ラインを整えるコスト、（c）結束力ある職場集団を維持す
るコストなどの企業組織を長期的に維持し、雇用を安定化すること
の必要ないことが、非定着労働者を雇用する条件となっている。
　 現代日本の非正規雇用について、上記との対応を考えてみると、
(a)労働需要面からは、産業構造の転換があり、サービス産業化が進
み、不熟練労働であっても雇用が可能な職場が増大した。したがっ
て、職場内訓練などにかかるコストが削減できるようになった。
（b）労働供給面からみると、高齢者雇用や女性雇用が増えたため
に、昇進機会を整え、企業特殊技能に投資するコストが減少する傾
向を見せた。（c）これらの結果、企業組織内の小集団活動や労働組
合など結束を要求される職場集団活動が制限されるようになった。
そして、非定着型の非正規雇用が増大する傾向を見せるようになっ
たといえる。

4．結論と今後の課題
　 以上でみてきたように、非正規雇用が増大する理由には、二つの
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根本的な説明が存在し、両方の事情が複合していることがわかる。
第一に、内部労働市場の変化が生じており、このため周辺的な労働
力が非正規化する傾向を見せた。第二に、外部労働市場での変化が
生じており、労働需要でのサービス経済化、労働供給側での高齢者
雇用と女性労働の増大によって、これらに適合した労働力として、
非正規雇用が広がったといえる。このような結果として、正規雇用
と非正規雇用の中間で様々な問題が生じているのも事実である。賃
金構造基本調査によれば、正規雇用と非正規雇用の違いの中で、と
りわけ注目されるのが、彼らが受ける企業内訓練・研修時間の格差
である。非正規労働者は、企業あるいは職場における集団的特殊技
能の習得に難のあることが知られており、現場における集団活動や
さらにはコミュニケーション活動を阻害する要因となっている。こ
の結果、近年の企業活動において、企業の中間段階の企画・管理・
運営（ミドルマネジメント）の協力活動がうまく行かない問題が指
摘されるようになってきている。つまりは、非正規雇用の増大問題
が意味しているのは、企業活動の一層の効率化が進むと同時に、他
方において逆説として指摘するならば、企業や職場活動における集
団的特殊技能の低下と、その技能プーリング（共有資源）の劣化が
進むという、労働市場の多様化問題である。
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